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子会社の事業の譲渡に関するお知らせ 

 

当社及び当社の１００％子会社である東急車輛製造株式会社（以下「東急車輛製造」という。）は、平成 

２３年１０月２７日開催の両社取締役会において、東急車輛製造の各事業を譲渡することを決議いたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本件譲渡については、企業結合に関する独占禁止法の手続きが完了していることを前提としておりま

す。 

 

記 
 

１．事業譲渡の理由 

東急車輛製造は、当社の戦災鉄道車両の復旧を主体に操業を開始し、鉄道車両、立体駐車装置、特装自動車

の製造・販売を主力事業として発展してまいりました。しかしながら、構造改革を推し進め、経営の効率化を

図っておりますが、需要の低迷など事業環境は厳しく、東急車輛製造の業績は、計画数値を下回る状況が続い

ております。 

当社は、持続的成長を達成するために収益性・効率性を追求し、構造改革を推し進めております。このよう

な状況下、東急車輛製造の今後の成長戦略や、事業ポートフォリオの徹底、および資金回収という観点から検

討した結果、東急車輛製造の鉄道車両事業を東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日本」という。）に、ま

た、立体駐車装置事業および特装自動車事業については、両事業を基盤事業としている新明和工業株式会社（以

下「新明和工業」という。）へ、それぞれ事業譲渡することといたしました。 

 なお、本件事業譲渡を検討する上で、譲渡価額の検討も含め、独立した第三者である野村證券株式会社をフ

ィナンシャル・アドバイザーとして選定しております。本件事業譲渡に関して当社と野村證券株式会社とは記

載すべき重要な利害関係はございません。 

 

２．事業譲渡の内容 

（１）鉄道車両事業 

東急車輛製造を分割会社、当社が別途設立する当社の１００％子会社（以下「新鉄道車両会社」という。）

を承継会社とし、東急車輛製造の営む事業のうち、鉄道車両事業を新鉄道車両会社に吸収分割する。分

割効力発生後当社が新鉄道車両会社の株式を、ＪＲ東日本に譲渡する。 

（２）立体駐車装置事業 

東急車輛製造を分割会社、当社が別途設立する当社の１００％子会社（以下「新立駐会社」という。）を

承継会社とし、東急車輛製造の営む事業のうち、立体駐車装置事業を新立駐会社に吸収分割する。分割

効力発生後当社が新立駐事業会社の株式を新明和工業に譲渡する。 

（３）特装自動車事業 

東急車輛製造を分割会社、東急車輛特装株式会社（東急車輛製造の１００％子会社。以下「東急車輛特

装」という。）を承継会社とし、東急車輛製造が保有する特装自動車事業に関連する資産、負債等を東急

車輛特装に吸収分割する。分割効力発生後東急車輛製造が東急車輛特装の株式を新明和工業に譲渡する。 

（４）東急車輛製造 

上記（１）～（３）の会社分割の実施後、東急車輛製造は残存することとなる不動産を保有する会社と

して存続する。 



当該事業譲渡において、当社からの貸付金につきましては、ＪＲ東日本ならびに新明和工業に引き継ぐこ

とに合意しております。 

 

３．事業を譲渡する子会社の概要 

（１） 名 称 東急車輛製造株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県横浜市金沢区大川３番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 金田 一朗 

（４） 事 業 内 容 鉄道車両・コンテナ・分岐器の製造および販売、立体駐車装置の製造 

（５） 資 本 金 １４，０４７百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和２３年８月２３日 

（７） 大株主及び持株比率 東京急行電鉄株式会社 １００％ 

資 本 関 係
当社は当該会社の株式１２３，３６７，５２８株 

（１００％）を保有しております。 

人 的 関 係 当社より役員１名、従業員４名が出向しております。 

取 引 関 係 鉄道車両及び鉄道車両の部品等を購入しております。 （８） 

相 手 先 会 社 と 

当 社 の 関 係 

 
関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（東急車輛製造株式会社） 

決算期 平成２１年３月期 平成２２年３月期 平成２３年３月期 

 純 資 産 ２５，１５２百万円 ２１，２４２百万円 １４，０８３百万円

 総 資 産 ６６，０４５百万円 ５８，８３４百万円 ４０，４２３百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 ２０３．８９円 １７２．１８円 １１４．１５円

 売 上 高 ５７，１９３百万円 ６０，２０７百万円 ３５，５０８百万円

 営 業 利 益 １３７百万円 １４０百万円 ５１４百万円

 経 常 利 益 △６５８百万円 △６２５百万円 ３１９百万円

 当 期 純 利 益 △１，９９５百万円 △３，４２９百万円 △６，８１２百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △１６．１７円 △２７．８０円 △５５．２２円

 １ 株 当 た り 配 当 金 － － －

 

４．事業譲渡の相手先概要 

（ＪＲ東日本） 

（１） 名 称 東日本旅客鉄道株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区代々木二丁目２番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 清野 智 

（４） 事 業 内 容 旅客鉄道事業、貨物鉄道事業、旅客自動車運送事業 他 

（５） 資 本 金 ２，０００億円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和６２年４月１日 

（７） 純 資 産 １８，３４５億円 

（８） 総 資 産 ７０，４２８億円 

（９） 大株主及び持株比率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  ５．３４％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)    ４．３４％ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行             ３．１３％ 

ＪＲ東日本社員持株会                ２．９７％ 

株式会社三井住友銀行                ２．６３％ 

  



資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

（10） 

 

相 手 先 会 社 と 

当 社 の 関 係 

 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

 

（新明和工業） 

（１） 名 称 新明和工業株式会社 

（２） 所 在 地 兵庫県宝塚市新明和町１番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 大西 良弘 

（４） 事 業 内 容 輸送機器製造業 

（５） 資 本 金 １５，９８１百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和２４年１１月５日 

（７） 純 資 産 ８０，８３３百万円 

（８） 総 資 産 １３０，２７３百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

三信株式会社                    ７．７６％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  ６．０８％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)      ３．７８％ 

株式会社日立製作所                 ３．３４％ 

新明和グループ従業員持株会             ３．０２％ 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

 

 

 

 

 

 

（10） 

 

 

 

 

 

 

相 手 先 会 社 と 

当 社 の 関 係 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。   

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

 

 

 



５．日 程 

  平成２３年１０月２７日  取締役会決議 

株式譲渡契約書締結 

・当社－ＪＲ東日本(新鉄道車両会社株式) 

・当社－新明和工業(新立駐会社株式) 

・当社－東急車輛製造－新明和工業(東急車輛特装株式) 

平成２４年４月１日（予定） 吸収分割効力発生日 

平成２４年４月２日（予定） 株式譲渡 

・当社－ＪＲ東日本(新鉄道車両会社株式) 

・当社－新明和工業(新立駐会社株式) 

・東急車輛製造－新明和工業(東急車輛特装株式) 

 

６．今後の見通し 

 当社は当該取引に伴い、平成２４年３月期第２四半期連結累計期間において、約４０億円を特別損失として

計上する見込みであります。 

 なお、第２四半期連結累計期間ならびに通期の業績予想につきましては、他の要素も含め現在精査中であり、

確定次第必要に応じて、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以  上 

 

 

 



東急電鉄東急電鉄

東急車輛製造東急車輛製造

東急車輛特装東急車輛特装
新立駐会社新立駐会社新鉄道車両会社新鉄道車両会社

東急車輛製造東急車輛製造

東急車輛特装東急車輛特装

鉄道車両

東急電鉄東急電鉄

【会社分割前】 【会社分割実施】

立駐

(鉄道車両) (立体駐車装置)

ＪＲ東日本に株式譲渡ＪＲ東日本に株式譲渡 新明和工業に株式譲渡新明和工業に株式譲渡

（参考資料）

(特装自動車) (特装自動車)


